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＜奨励論文＞
1960 年代後半の学園闘争を考える
―『朝日ジャーナル』でたどる日大全共闘―
趙沼振（東京外国語大学大学院博士後期課程）
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1．はじめに
1960 年代後半の日本は、全国的に学生運動が昂揚した激動の時代であった。この時期、
連鎖的に拡大した運動は学生たちの日常性の空間から始まった。高度経済成長により、旧来
よりも高い知識を備えた人材の需要が爆発的に増し、それとともに大学の数が不自然なス
ピードで急増し、連動して学生数も増えた。大学の大衆化とともに、かつてはエリート学生
に部分的にせよ許されていた自治の慣行が変質し、よりいっそう効率性や管理強化の観点か
ら大学運営が進められるようになった。これは、理念に裏打ちされた大学像に照らしたとき
に、深刻な病弊として表れたのであった。こうした現実に対して、全共闘 ( 全学共闘会議 )
は異議申し立てをし、大学そのものの改革を唱えたのである。
全共闘を司令塔とする学生運動は、「学園闘争」と称された。学園闘争のなかでも、もっ
とも激烈な闘争を行ったと記憶されているのは、東京大学と日本大学であった。東大全共闘
は、研究・教育体制をも支配する、東大そのものを頂点とするヒエラルキーを否定していた
ために、それは知と学問制度に対する自己否定の闘いになった。また、自らがその予備軍で
ある日本社会の支配階級に対する「階級闘争」となった。それに対して、日大全共闘の場合
は、大学当局の独善的で腐敗した経営を批判し、大学のなかに民主主義を実現しようという
闘いである。それが厳しく理不尽な弾圧に晒されたことで「実力闘争」を導くことになった。
このように、個々の「学園闘争」の目標は、大学の状況によってそれぞれに異なっていたこ
とが分かる 1。しかしながら、個別の事情を超えて、既存の体制に対する学生たちの不信感が
昂揚する闘争の背後に広がっていたことは共通していた。
全共闘は「学園闘争」のなかで学生にとって固有の課題にだけではなく、ベトナム反戦
闘争や安保闘争のような政治闘争にも積極的に参加した。つまり、全共闘の活動は、大学の
かかえる問題にのみ焦点を合わせていたのではなく、それ以前に政治的課題に触発された政
治闘争でもあった。それは、大学制度が、国家と社会の根源的な変革を欠いては作り変える
ことができないからであるとされていたが、それは同時に、60 年安保闘争以後の新左翼諸
党派の伸長が与えた影響力が前提になっていたからである。あらためて、全共闘がいかなる
契機に触発されて大学闘争に立ち上がったのかを精査する必要がある。
1　情況出版編集部(1997)『全共闘を読む』情況出版　pp.60-66.
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2．先行研究
全共闘の研究に限っては、近年当事者たちの手記や回顧録が、枚挙にいとまがないほど
公刊されるようになった。周期的に全共闘に関連した特集記事が出たり、「2007 年問題」（典
型的な団塊世代の定年退職の年）として話題にのぼったりした。1960 年代後半という時期
が持つ思想性と歴史的・文化的意味を探ろうとした試みが表れ始めたのは、とくに 2000 年
代半ばからと思われる。ただし、それらもなお、学術的議論としてよりも、「2007 年問題」
というような、時代のキャッチフレーズに便乗したものであることが多く、個人史的また
は世代論的性格を脱していないと言わざるをえない。全共闘をめぐる言説に「個人の思い出」
を超えるものがなかなか現れないことには理由がある。1968 年当時、全共闘として、新左
翼活動家として行動した大多数の学生たちが今でも証言者、体験者として生きているため、
当事者以外の世代が全共闘というテーマを知的対象として扱うことが禁忌とされたり、当
事者の特権的な証言のまえに委縮を余儀なくされたりする面があるからである。1960 年代
という時期が、「歴史」ではなく、むしろ現在に近い「過去」と思われているからであろうか。
いずれにしても、こうした圧倒的な量の当事者の記憶は、分析するにしても否定するにし
ても、全共闘を研究するに当たって無視することはできなかった。そこで、まず全共闘と
当時の学生運動の現状を扱っている先行研究を概観しておきたい。
たとえば、小熊英二の『1968< 上 > 若者たちの叛乱とその背景』（2009）は、全共闘に重
点をおいて研究として影響力を持ったといえるだろう。小熊は、全共闘運動の意義と、それ
が日本社会にいかなる影響を及ぼしたのかについて、自分なりの結論を導いているように
見える。かれは全共闘運動を「若者たちの叛乱」だと規定し、この事件が生まれた社会的
背景とその「集合的メンタリティ」を分析する作業を行った。しかし、小熊のこの仕事こそ、
全共闘を論じることの危険性を表す一つの典型的なサンプルになったともいえる。というの
も、この『1968< 上 > 若者たちの叛乱とその背景』は、著者が全共闘を直接的に体験した「当
事者」ではないにもかかわらず、多様な資料を用いて叙述することで、当時のことを詳細に
「回顧した」言説に仕立てられた研究だといえるからである。その際に小熊自身は、全共闘
のイメージに対する偏見から自由になるために、当時のビラの字面を文字通り受け取り、言
葉どおりに説明したうえでその観念性を批判し、その他方で全共闘運動を体験した当事者
たちのインタビューはあえて行わないと主張していた。かれはそのうえで、全共闘の闘争
にはリアリティが欠落しており、所詮学生たちの「自分探し」だったと結論づけたのだった。
この仕事における小熊は、客観性を標榜しながら全共闘の自己語りを批判していたのだが、
実はかれ自身が、全共闘ではない遅れてきた世代の語り手として、全共闘世代を物語的に
構築したといえるだろう。
あるいは、安藤丈将の『ニューレフト運動と市民社会―「60 年代」の思想のゆくえ―』
（2013）も先行研究列として念頭におくべき仕事である。安藤は、全共闘を扱うのにとどま
らず、「ニューレフト・メディア」を活用しつつ 1960 年代の新左翼運動の全体像を解明しよ
うと意図していた。また、1960・70 年代に青年を中心に支持された学生運動、ベトナム反
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戦運動、青年労働者運動のネットワークが、政治と市民社会にいかなる遺産を残したのかを
考察した。さらに、新左翼運動を新たに定義し、この運動に表れた「日常性の自己変革」思
想に注目しながら現代の日本人がいかなる影響を受けたのかを分析した。
このように、1960 年代を風靡した学生運動として全共闘があえて取り上げられる場合が
あっても、各大学ごとにどのような事情によって全共闘が形成されたのかを詳細に分析す
る研究はめったになされてこなかった。しかし、最新の研究として発表された荒川章二の
「「1968」大学闘争が問うたもの―日大闘争の事例に即して」（2016）は、先行研究例として
その達成を評価しておくべき仕事である。日大全共闘が展開した人権闘争もそのなかに含ま
れる 68 年世代の闘争を社会運動論として理論的に吟味した研究系列だといえる。荒川は、
日大闘争の歴史的特性と変容過程、そしてその内的理論を体系的に論じながら、大学改革を
目指した日大全共闘が投げかけた彼ら自身への「問い」に着目した。また、この論考を通し
て、日大全共闘は闘争の記録化を行いつつ、新たなジャーナリズムをつくったことが分かっ
た。日大全共闘がメディアを活用して彼ら自身の活動を記録したことは世論への情報発信と
交流だという荒川の主張したのである。この点は、本論文で『朝日ジャーナル』を用いて日
大全共闘の活動を追跡しようとしたことと一脈通じるものがある。
3．『朝日ジャーナル』でたどる日大全共闘の足跡
大学改革は、全共闘運動全体が求めたある種の目標であったが、大学によって全共闘の
内部事情も各々異なっていた。また彼らの目的意識にもそれぞれかなりの違いが見られた。
全共闘の思考体系は、かれらの必読雑誌を通して共有され拡散したと見ることもできる。そ
のなかで注目すべき雑誌としては、週刊誌『朝日ジャーナル』と月刊『現代の眼』と総合雑
誌『世界』を選んでみよう。これらの雑誌は、当時新左翼向け雑誌として認知されており、
全共闘の担い手であった学生たちのあいだでは、回し読みされたり、自分が読み終わると周
りに貸したりして共有されていたのである。『現代の眼』（現代評論社）は、右翼が経営する
総会屋雑誌でありながら、執筆陣は羽仁五郎などのような新左翼受けする論客が占めており、
独特なスタンスの雑誌であった。『世界』（岩波書店）の場合は、当時の代表的総合雑誌であ
り、日本共産党の影響が強い学者、戦後知識人や岩波文化人のエリートなどの論客が多く、
読者の対象がインテリゲンチャという印象が多少あったといわれる。『朝日ジャーナル』は
もっともこの時代状況において勢いをもった雑誌メディアであり、硬直した社会党からカウ
ンターカルチャー文化人まで幅広い執筆陣を誇り、当時の時流にのった記事・論文がその紙
面を占めていた。「右手に朝日ジャーナル、左手に少年マガジン」と言われるほど、ポップ
な話題や文化的な話題と共存しつつ、当時の学生たちから読まれたという 2。『朝ジャ』と略
称されたこの雑誌を媒介として、全共闘は学生同士、さらには朝日新聞記者とも言説空間を
形成しながら各自の思想を表現し相互批判した。
1960 年代後半までの社会運動は、全般的にラディカルで過激な思想に基づいて学生と労
2　中野正夫(2008)『ゲバルト時代』バジリコ　pp.129-130
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働者、新左翼党派によって闘われたが、徐々に戦闘的デモは消え、むしろ行動形態の戦闘性
ではなく、生活世界を防衛する闘いとして「新しい社会運動」が評価されるようになる。そ
のような通説的な理解に立つかぎり、全共闘の「学園闘争」は「新しい社会運動」のカテゴリー
には含まれないと見なすのが常識である。しかしながら、二つの段階の連続性という観点
をあえて設定してみるなら、全共闘を皮切りに「新しい社会運動」がｔあんじょうしたの
だとみなす。つまり、多様な大学闘争のなかでも、とくに日大闘争は、「新左翼運動」の系
譜を継いでいる同時に「新しい社会運動」の萌芽的な特質を示していたとみることも可能だ、
ということである。
こういった仮説を立てたうえで、本稿では『朝日ジャーナル』を主に扱いながら日大全
共闘が大学改革のため、いかなる役割を果たし、いかなる運動を展開したのかを検討する。
そして、日大全共闘の記録と回顧録を用いて日大全共闘の特徴をまとめて論じたい。
1960 年代、学生運動は社会変革の諸要因の中の重要な一つとなった。世界的に学生たち
は政治、社会、文化など社会のあらゆる分野における進歩と発展の担い手となり指導的役
割を果たしてきた。そして 1960 年代後半になると、世界的にはもちろん日本でも全国的に
大学紛争が頻発するようになる 3。
学生運動は、特定のイデオロギー理論によって設定された目標に向かって、その実現の
ため起こす連帯行動であると一般に思われているが、現実にはイデオロギー理論の背後に
さらに世代間の対抗抗争や既存社会に対する欲求不満、青年に特有なエリート意識も存在
していた。すなわち、学生運動は、イデオロギー理論に対する知的確信と既成社会に対す
る反抗的感情、それに加えてエリート意識からくる行動的意欲も社会的歴史的条件によっ
て異なるということである 4。
本章では、1960 年代後半、日本で頻発していた大学闘争のひとつ、日大闘争について考
察していきたい。大学闘争には二つの見方がある。ひとつは学費値上げという特定の問題
に端を発して大学教育全体の問題に拡大したという面から考えることであり、もうひとつ
は資本主義体制にまで問題を深めていこうとした運動の面から考えることである。したがっ
て、ここからは日大の教育体制を通して、戦後私立大学システムに内在する問題点を見出
したい。
3.1．日大闘争の発端
(1) 教育制度の問題
1960 年代後半、先進諸国においては産業社会が高度に発展すると同時に、資本制経済の
の内部矛盾も表出した。この状況のもとで、大学制度が抱えた問題点がより明確に表われ、
先進諸国の学生たちは、大学改革を唱えつつ、積極的に闘争を起こしていた。いいかえれば、
3　 鈴木博雄(1968)『学生運動―大学の改革か社会の変革か』福村出版　p.1
4　 鈴木(1968)　前掲書　p.18
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世界的な大学闘争の頻発は同時代を生きる大学のもつ共通の矛盾が爆発したといえる。大学
の持つ共通の矛盾とは、具体的には二つの基本的な問題点を指している。ひとつは学生の政
治活動の自由の問題である。この問題は、その背後に、当時の厳しい国際政治の反映があり、
反戦、人種偏見の否定、民族独立などの政治的要求が存在する。もうひとつは、社会の高度
な発展に伴い、高等教育の飛躍的普及と産業界からの人材開発の要求が重なって、大学の異
常な膨張がもたらされたという問題である。これに伴い大学は変容をせまられ、そこに端を
発するマス・ユニバーシティの病弊が、大学の危機とその非人間化として現れてきた 5。
『朝日ジャーナル』では、日本を含めた汎世界的学生運動の実態をとらえようという趣旨
で、1968 年 4 月 28 日号に「現代学生の行動と心情」という特集記事が載っている。この記
事では、当時の東京大学助教授高橋徹、立教大学の助教授渡辺一民、成蹊大学講師佐瀬昌盛が、
世界各国で起こった学生運動について討論している。ここで、注目すべきであるのは、高橋
が大学の問題がもたらした学生たちの疎外感について発言していることである。
学生というものが一個の社会的な力、パワーとしての層をなし得ていることを意
味しています。さらに、学生たちが要求しているパワーの内容は、単なる政治的な力
じゃないんだということです。学生が現在陥っている疎外感の内容は商品としてつく
り直される大学教育に対する反感、絶望であった。学生は大学に対して自己の潜在的
能力を開発してくれることを期待している。ところが大学はまさに「メガバーシティ」
「マルチバーシティ」であって、決して「ユニバーシティ」じゃない。たいへんな大
学の中に入ったというので失望感を抱く。だからスチューデント・パワーという声を
あげるのは、本来のばされなければならない学生の感受性、理性、決断力が回復され
る場所として大学というものを望んでのことです。6
このように、学生たちの疎外感は世界的にあらわになった大学の問題点からはじまった、
戦後急速な工業社会の発展がもたらした結果であった。
そもそも 1950 年代まで日本で大学とはエリート養成所という認識が強かった。大学から
教育を受けた学生たちが卒業すると、官庁や企業に就職して働くことが当然のコースであっ
た。しかし、1960 年には学生たちの一部は、安保闘争に参加しながら自らをエリートでは
なく勤労大衆だと認識しはじめ、そのことに対して焦燥感をあらわにした 7。そして、1960 年
代後半には学生たちの焦りはさらに深化する。彼らは、自らの存在が平準化され矮小化され
るという不安感に襲われ、その原因を大学制度の内に発見するようになったわけである。
5　 鈴木(1968)　前掲書　pp.4-5
6　高橋徹・渡辺一民・佐瀬昌盛(1968)「世界史のなかの学生運動―その先駆性が提起するもの」『朝日ジャー ナル』朝日新聞社　
1968年4月28日号　pp.4-11
7　中島誠(1969)「学園闘争の高揚と矛盾の上に」『朝日ジャー ナル』朝日新聞社　1969年1月12日号　pp.47-52
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大学制度が、最初から問題を抱えていたわけではなかった。戦後、民主主義教育が本格
的に施行され、教育体系も民主化する形式で確立した。一部の特権階級や狭くて特異な学
歴社会の選抜システムを生き延びた少数者だけが享受できた教育を、一般民衆も受けるこ
とができるようになったのである。このように、教育の民主化は成功したように見えたが、
その内容は非常に寒々しい一面があった。大学は、企業的方式の経営を行い、学生に利潤を
求めた。この時期には、このような高等教育の流れを揶揄するために、「駅弁大学」という
造語もできるほどに、日本全地域でおびただしい数の大学が設立されるに至った。駅ごとに
それぞれご当地の駅弁が考案されるのと同じような具合に私立大学が出来ていく、という皮
肉であった。これと同時に、学生数も毎年増加し、日大のような十万人規模の「マンモス大学」
が出現した。このような大学は、企業経営の形態を維持するため、学費を値上げした。さらに、
大学の財政的危機の傍らで、脱税や横領が横行していた。
このように、当時の私立大学は、「独占資本と連関した官僚集団の私学行政」8 によって維
持されていた。当時の政府は、学生数の拡大と大学の大衆化に対して国立大学を通じて対
応するという政策措置をとらず、かたや私立大学を通じて教育制度を確立するための財政
的支援を行ったというわけでもなかった。ひたすら文部省の学生定員管理という制度によっ
て、学生定員を無理やりに増やし、知識を消費できるよう誘導したのである。大量消費行為
が蔓延する社会的状況のなかで、私立大学は市場で知識を売る事業者となり、学生たちにも、
知識を購買する消費者としての役割が強要された 9。
日大の場合、私立大学のなかでも最も劣悪な環境だったにもかかわらず、学生たちは、
消費者として大学生活を耐えなくてはならなかった。しかし、20 億円の使途不明金問題が
発覚することによって、学生たちはそもそも「ちゃんとした消費をしていなかった」とい
う事実に気づき、憤慨した。つまり、教育の質的水準の低い大学の学費がきわめて高額で
あるのに、その高い学費が使途不明金として横流しされていたからである。
日大全共闘は、問題になった使途不明金の出所の「日本会」と日大の連関性 10 を明らかに
するため、闘争に突入した。日大当局が、営利主義的教育方針を維持させようと政界から
相当な財政的後援を得ている事実を確認していたからである。ともかく、日大で使途不明
金のような問題が発生したのは、政治的介入があったからである。私立大学の教育行政は、
当時も文部省だけでなく、政府の政策統制下にあったと考えられる。
このような日大の状況は、1960 年代後半の日本社会の縮図であった。日本社会では独占
資本の蓄積が進行し、大量生産と大量消費が循環する過程が繰り返されていた。このような
過程を、より活性化するため、大学教育が独占資本の攻略の対象になった。そして、学生た
ちをめぐっては、学費を「大量消費」すると同時に、学生自身が高級人材として「大量生産」
されるに至ったといえる。そもそも年次統計によれば、1968 年、1969 年当時に大学進学率
はそれぞれ 19.2％と 21.4％まで上昇したということがわかる。私立大学の授業料は、文系 7
8　 福岡清(1968)「大学自治における学生参加権」『現代の理論』現代の理論社　1968月9月1日号 pp.23
9　 福岡(1968)　前掲書 pp.24-56
10　最首吾·橋本克彦(2009)「大学闘争の真髄」『情況』情況出版　2009年12月号　pp.86-87
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万 4900 円（現代の価値に換算した場合 33 万 2289 円）、理系 9 万 9800 円であり、国立大学
も 1 万 2000 円（現代の価値に換算した場合 5 万 3237 円）まで上がっていた。これは、1960
年代に入り高度に経済が成長してきたことによって当時のサラリーマン月給（4 万 3200 円）
が増えたようになったといえるが、これに相関して大学進学率と学費が急上昇したように
みえる。11
このように、当時の親たちは、団塊の世代に当たる学生たちを消費者として学校に入学
させ、大卒サラリーマンとして家族、そして実家のある町や地域に貢献できる人材になっ
てほしかったといえるだろう。しかし、大学当局は営利第一主義に陥ったことによって大
量の学生をひたすら利潤追求の対象として認識し、大学の本質である授業や学生活動につ
いての関心は薄くなる一方だった。このような状況を克服するため、学生たちは大学改革
を唱えた闘争を起こすしかなかったのである。
(2) 学生の活動
このように、日大が迎えた教育の危機は、営利主義的教育制度が主な原因であったが、
さらにもうひとつの原因が、学生活動の権威主義的な規制だといえるだろう。
本来、学生活動は、大学という空間のなかで知的自由を享受できるものであると受け取
られていた。いいかえれば、講義から得られる限定された知識を習得するだけではなく、研
究会やボランティア、サークル活動などを通じて多彩な経験を積むことも可能である。し
かし、日大はこういった学生活動を徹底的に抑圧した。理事会会頭古田重二良は、「日本精神」
の涵養を追求し、日大の生活指導の体系を編成した。
古田は、1958 年 6 月に日大理事会会頭に就任した。柔道 8 段であり事務官僚出身の人物
であった。彼は、保守的思想を持っており、日大の基本政策を保守的なものとして先鋭化
しようと尽力した。もともと日大には、戦後民主化の影響により「日本国憲法の精神を基
にして私学の本領を発揮し世界平和と人類福祉に貢献する」という方針が立てられていた。
ところが、古田は、「日大は日本精神を基にして学問の系統を重要視し……」と改正してし
まう。さらに彼は、日大を改善するという名目の下、さまざまな方策をあみだしたが、そ
の内容は営利主義に重点をおいた経営基盤の強化と「大家族主義」的教育体制が主である 12。
ここで、古田が唱えた「日本精神」とは、「大家族主義」を示す。つまり、大学教育は調
和して成り立たなければならないことである。日大が重視したキーワードである「家族」と
「調和」は、ややもすれば民主主義と平和両立可能なイメージとして連想されるかもしれな
いが、実は「力」それ自体を意味するのである。以下に引用する内容から古田が述べる矛
盾した日本精神をみてみよう。
古田会頭は最近の政治活動にふれて「今の時点にあっては理屈ではない。勝つか
負けるか―力の対決しかない」と説き、大学騒動について「話し合いで解決しようと
11　http://nenji-toukei.com/n/kiji/10038/
12　小熊英二(2009) 『1968<上>若者たちの反乱とその背景』新曜社　p.551
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してもダメだ。結局は力である」と“力の信奉者”であることを披歴している。
この言葉は「中道、調和の精神」との明らかな矛盾ではないか。いや、反対者を切っ
て捨てて成立させた「調和」を、「力」で維持することによって、日大王国は築かれ
てきたといったほうがよかろう。つまり「調和」と「力」は日大では車の両輪なのだ。13 
大学教育を円滑に施行するため、「力」を活用するという古田の信念が分かる。そして、
古田の「力」を活用した方針こそ、検閲制度と暴力弾圧であった。これによって大学当局は
学生たちの自治活動はもちろん学生の主体的な活動が起こらないように、徹底的に規制し権
威主義を確立した。以下で、この方針が、大学の権威体制を強化するため、どのような役割
を果たしたのかを確かめたい。
まず、検閲制度が黙示的「力」として学生たちを統制した、その経緯を探る。
1957年10月、経済学部の学生が学園の民主化、生活協同組合の確立と学生会館設立の実現、
自治会の全学連加盟のため決起した。また、翌年 10 月には、警職法改正に反対する闘争を
起こした。しかし、大学側は、自治会の幹部 7 人を退学処分とし機動隊を投入した。そして「学
生指導を徹底に強化」し、「学内での政治活動は禁止する」という方針を打ち出した。その後、
学校内部での集会、ビラまき、学生新聞の発行、寄付活動、講演依頼などは、当局の事前審
査と検閲を受けることとなる。このような事項は学則に明文化された。無断で集会を開いた
り、検閲を受けていないチラシを配ったりした場合は、直ちに阻止された 14。当局は、徹底し
た検閲制度を用いて学生たちの一挙手一投足を継続的に監視した。そうすることで、日大で
の学生運動は徐々に影をひそめていった。
古田は、日大の学生たちが全学連に加入していないことと教職員組合が存在しないこと
を意気揚々と吹聴していた 15。古田は、検閲制度を学則として制定することで暗黙的な「力」
を形成したのである。また、こういった「力」を用いて学生と教職員を制圧し、矛盾に満ち
た「大家族主義」を追求していく。
古田が見せた「力」とは、まさに暴力による弾圧といっても過言ではなかった。古田は、
柔道高段者であり体育会出身であったため、体育会の活動に限って積極的な支援を行った。
たとえば、体育会のメンバーたちが強権を発動し集会を解散させた場合は、その行為に対し
て給料を支払った。また古田は、体育会に頼ることで大学としての連帯感を形成した。これ
が古田が披瀝する「力」による「調和」だと多くの人が感じ取っていた。
体育会が、どのように学生たちを暴力的に弾圧したのか実例を挙げよう。
1967 年 4 月 20 日、経済学部の学生自治会は、進歩的知識人として著名な羽仁五郎と日高
六郎を招き、新入生歓迎会を開催した。しかし、200 人近くいる体育会のメンバーたちが集
まり、集会に来た学生たちに暴力を振るいながらそれを解散に追い込んだ。しかし、この事
13　高木正幸(1968)「日大王国の破綻―学生は〝日大精神〟に挑戦している」『朝日ジャー ナル』朝日新聞社　1968年6月30日号
pp.105-109
14　小熊(2009)　前掲書　pp.555-556
15　小熊(2009)　前掲書　p.556
日本語・日本学研究第 8 号（2018） 99
件は大学当局が計画した襲撃あったため、体育会は一切処罰されなかった。むしろ学生自治
会が解散させられたのである 16。
このように、大学当局は、「力」を象徴的に表す体育会と緊密な関係を結ぶことで権威を
打ち立てた。こういった方針こそ古田が追求した「日本精神」であった。古田理事会は、大
学運営するにあたって彼らの経営方針を最後まで貫いた。
3.2．日大全共闘の規模と影響力
上述したように、1960 年代の日本は高度工業化を経てポスト工業化段階に入り、日大は
それに合わせて大量生産教育（マスプロ教育方針）を推進しようとしていた。つまり、日本
社会は、工業化過程を経て大量生産と消費が日常化した次の段階の社会に変貌したと見なさ
れ、そこに安価な教育システムを押し付けたのである。大学当局は学生たちを生産品として
扱っていたため、なるべく生産費用を下げて利潤を極大化しようと試みた。
こういった経営方針によって、日大はマンモス化していった。1959 年には 36 億 7683 万
円の予算であったが、63 年には 107 億 4670 万円、67 年には 365 億 7559 万円に増大させ、
わずか 8 年間でおよそ 10 倍に急増したわけである。日大は営利を最優先し、劣悪な教育環
境を無視した。入学金、学費、寄付金などの資金を確保するため、定員を超える学生たちを
入学させた。講義室には500人から2000人の学生たちが詰めかけるほどだったにも関わらず、
教員の定員数は増やさなかった。そして、学費は日本の大学のなかで最も高かった。このよ
うなマスプロ教育によって日大生は質の低い「ポン大生」と揶揄される 17。お金さえあれば誰
でも入れる二流大学とさえ評されたが、それでも学生たちは、理想的な大学生活を夢見て入
学したのである。ところが、現実は狭い講義室で高校レベルの教養科目を 1000 人近い学生
たちがぎっしり座って聞いているという状況であった。講義中に教員との質疑応答時間が与
えられなかったのはもちろん、学生としてサークル活動を楽しめるキャンパス空間もなかっ
た。学生たちは彼らの理想的な大学生活が虚像だという事実にすぐさま気付く。
1968 年 4 月、国税庁によって日大の使途不明金 20 億円が明らかとなり、マスコミではそ
の事件は赤裸々に報道された。この事件を契機に、抑圧されていた学生たちの不満が表出す
る。彼らは積極的に抗議集会を開催し、5 月 23 日には「200 メートルデモ」が行われた 18。そ
の後、この「200 メートルデモ」は画期的だったと高く評価され、日大の各学部に大きな影
響を及ぼした。そして、各学部の代表を中心に 5000 名が集まり、公式的に日大全共闘が結
成されたのである。全共闘の議長には経済学部4学年の秋田明大が選出された 19。このように、
日大闘争は本格的に拡大していった。数多くの学生が参加し、目的を達成するための活発な
討論の場が形成された。
全共闘が提示した要求は、①使途不明金について解明すること②経理・会計内容を全面
16　安藤丈将(2013)『ニュ レーフト運動と市民社会―「60年代」の思想のゆくえ―』世界思想社　p.91
17　小熊(2009)　前掲書　pp.553-554
18　安藤丈将(2013)　前掲書　pp.91-92
19　小熊(2009)　前掲書　p.577
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公開すること③古田会頭の理事会総退陣④検閲制度廃止⑤集会・言論・出版の自由を保障す
ること⑥不当な処分を撤回することの 6 つであった。さらに、全共闘は大衆団体交渉を開催
することを当局に要求した 20。
この時期、全共闘が大学本部をはじめ八学部の校舎を占拠していた状況であったが、当
局は、学内の紛争状態を一日も早く収拾するため、法の「力」を借りて全共闘を制圧した 21。
大学側は、強制的に全共闘を阻止したのではないと強調しながら、校舎は国家機関に属して
いるから学生たちの占拠は止めなければならないと主張した。
しかし、全共闘のデモは、日大街と呼ばれる西神田の一帯が一変するほど激しくなった。
これは要求事項をただ黙殺する当局の仕打ちに対して、学生が憤慨した結果であった。結局、
日大闘争は、「終わりなき闘争」と表現され、最大規模の学生運動へと変貌する。
全共闘は、大衆団交を開催するよう再度要求したが、当局はこの要求に応じることはな
かった。代わりに、記者会見を通して譲歩案を出した。しかし、全共闘側は、当局が契約を
破棄し続けてきたため譲歩案を受け入れず、大衆団交のみ求めたのである。結局、当局は
9 月 30 日午後 3 時に両国講堂で「全学集会」すなわち「大衆団体交渉」を開催することを
決定した 22。大衆団交の当日、約 2 万人の学生が集まり、12 時間をかけて交渉は進行された。
両国講堂 1 階から 4 階までの全席が埋まるほどであった。古田会頭と理事陣が登場し、つい
に全共闘学生たちとの交渉が実現した。
結果的にこの大衆団交は、単純な理性的コミュニケーションにとどまらず、学生が大学
の主体として、全ての権利体系を構築できる土台を作ったと言えるだろう。ここでいう権利
体系には、学校管理・運営・研究・教育の機能がうまく作動されるよう、制度への参加権・
決定権・拒否権が含まれる。これは、権力体制が固く守り抜いた「古い大学」という金城鉄
壁の守りを崩し、「新しい大学」を再創造するための過程であった。いいかえれば、大衆団
交は、全共闘の単なる戦術に限定されず、当時数百万人もの大学生が試みようとした新しい
大学が再創造される過程 23 であったと考えられる。
4. 日大全共闘の大衆団交
日大の学生が、全共闘を結成したのは、単純に大学制度を否定し抗議するためだけでは
なかった。大学制度がどのような側面で間違っているのかを精密に分析しながら、学生同士
のみならず大学当局とも円滑なコミュニケーションを求めた。大学を改革するため、彼らは
求める大学の形象を模索しはじめたのである。日大の根本的な問題点が、大学当局の検閲制
度と体育会の暴力的な弾圧に始まるとしたら、むしろこれによって、全共闘の大学論が形成
されていったとも言える。彼らはふたつの要点を強調している。すなわち「個人意識」と「難
20　日大文闘委書記局編(1991)『反逆のバリケ ドー―日大闘争の記録』三一書房　p.48
21　高木正幸(1968)「可処分で高まった日大生―弾圧は破局への道である」『朝日ジャー ナル』朝日新聞社　1968年9月22日号
pp.20-25
22　小熊(2009)　前掲書　pp.628-629
23　高木正幸・田村正敏・栗原正行・大川正行・秋田明大(1968)「日大生座談会―110日の前と後」『朝日ジャー ナル』朝日新聞社
1968年10月20日号　pp.16-22
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攻不落の要塞」とであった。
第一に、日大全共闘は、個人意識を重要視した。これは連帯意識を優先した他の闘争とは、
異なることが分かる。日大闘争では、どのような理由によって個々人が際立たなければなら
ないと考えられたのか。
個人を強調する背景には、大学当局が当初から学生たち個人の自由を抑圧したからだと
考えられる。検閲制度を通して、学生活動を制限したことは、学生ひとりひとりが自らの特
性を生かすことが出来なくなっていた。大学は、学生から潜在能力を引き出してその能力を
開花させてくれる空間であると思われていたのだが、逆に学生たちに威圧を加え彼ら個々人
を尊重しなかった。学生たちは、個人として認められるために自ら積極的に動き出し、大学
闘争を起こした。彼らは、個人の才能を積極的に表出しながら、闘争を導いた。そして、こ
のような状況は、大多数の日大生に大きな影響を与え、大規模な集会を可能にするに至る。
日大全共闘の議長である秋田明大も、個人の重要性を強調した。大衆団交以後の『朝日
ジャーナル』10 月号には日大全共闘の座談会がとり扱われている。そこから、秋田が学生
の個人意識についてどのように考えていたのか確かめられる。
高木……諸君はどうしてここまでになったのか。得た最大のものは何なのか―。
秋田　得たものは一口にいえば主体性の確立だと思う。日大は大学であって大学でない
ようなものだった。学生は何かを求めて入学したが、そこには何もなかった。過去にも
闘おうとした人たちもいたのだが、多くはあまりの権力の偉大さに無気力になった。そ
うしたところへこんどの事態となって、何かを考え、目的をもってやっていくことにみ
ずからを確立し、解放せねばいけないと思い、事実それを実践することによって客観情
勢が働き、そこに喜びを感じた。
（中略）
高木　ぼくはいわゆる活動家と一般学生を分けることはきらいなんだが、現実にはいく
つかの大学では、そうした両者の間にギャップも見られるが。
秋田　いわゆる一般学生と指導者の遊離状態は一切ない。この闘いは日大 10 万の学生対
大学当局という形になっている。組織があって学生を指導したんじゃなくて、学生が組
織を必要として、直接民主主義の中から組織を作りだしたからだと思う。24
秋田は、大学当局に抵抗する個人が、組織という形態が必要だと考えたため集合したの
であり、闘争という集合的行為を通して、学生たちは個人の主体性を確立したと、述べた。
このように、日大全共闘に見られる個人意識は、大衆団交を成功させることにつながる。
「大衆」という言葉から分かるように、全共闘は、みずから自分自身を大衆だと規定している。
個人と大衆は、確かに対義語である。にもかかわらず、全共闘は、個人であると同時に大衆
だといえる。そもそも学生たちのなかには、大学生活とは個人の自由を享受しながら、活動
24　高木正幸・秋田明大・大川正行・栗原正行・田村正敏(1968)「日大生座談会110日の前と後」『朝日ジャー ナル』朝日新聞社
1968月10月号　pp.16-17
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を通して才能を発揮し楽しむことだという認識が強かった。ところが、大学当局は、円滑な
大量生産教育を行うため、個人の存在を容認しなかった。さらに、教育制度に反対する学生
の行動を防ぐため、厳しい検閲制度を実施した。この状況にたいして、学生たちは、大衆消
費社会の一員に転落した位置から、大学をどのように認識すればいいのか悩みはじめた。そ
の結果、学生たちは、「大衆の位置から支払う金額によって」それに見合う水準の教育を受
ける権利があると判断した。
第二に、日大全共闘は、闘争をするにあたって、難攻不落の要塞に重点をおいた。学生
たちは、体育会の暴力的な弾圧によって肉体的に被害を受けた。また、機動隊の存在によっ
て威圧されたために、精神的な苦痛も味わった。日大の学生たちには学生運動の経験が皆無
であったため、最初に機動隊が投入されたとき、体育会を解散させると信じて拍手で迎えた
という。しかし、機動隊は、体育会の暴力を阻止するどころか、全共闘と敵対する位置に立っ
た。そのため、全共闘は、鉄壁の防御態勢を構築することで、安全な集会を開き、そして当
局に抵抗した。
日大闘争では、党派の名前が書かれたヘルメットが、日大闘争では攻撃のためではなく
自分の身を守るための防御用として使われた。以下の引用から、学生たちがどのような経緯
で初めてヘルメットを使用したのかが分かる。
6.11 は、多少のぶつかりはあるだろうと、全共闘の執行部は予想していたが、まさ
かあそこまでひどいことになるとは想定していなかったと思う。それでも一応、ヘル
メットだけは用意していたらしいんです。でも、最初は出せないんですよね。出せる
雰囲気じゃない。日大生は党派に対するアレルギーがつよいから。それでも、この惨
状じゃ出さないわけにはいかないと、急遽どこからか運んできた。誰がヘルメットを
入れたダッフルバックを担いで持ってきて、路上にすべらすように置いていった。数
は 10 個から 20 個ぐらいだった。……これが日大闘争ではじめてヘルメットが登場し
た日です……
それも最初は素手で、ヘルメットを被っただけで突っ込んでいっている。突っ込む
前に見ているはずなんですよ、二回のベランダから右翼の連中が日本刀を振りかざし
て、われわれを威嚇しているのを。日本刀を見ているのに、素手で突っ込んじゃうん
だね。ヘルメットを被れたのも、せいぜい 50 人ぐらいでしょう。あとはヘルメット
なんか被っていない。そういうやつが、ヘルメットの行動隊の後から続いて突入して
いく。周囲で見ていたやつも、次々に怪我した行動隊からヘルメットを奪うようにし
て、突入していく。集会やデモには参加したんだろうけれど、行動隊として組織され
ていなかったやつの方が、突っ込んでいった人数としては多かったよね。25
6 月 11 日、1 万人が結集した総決起集会が開かれた。それ以前は、体育会のメンバーか
25　真武義行(2009)「全共闘運動とは、日大闘争のことである」『情況』情況出版　2009年12月号 pp.156-157
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ら暴力を受けても反撃する術がなかった。そもそも日大には、学生運動が存在しなかったた
め、学生たちは闘争の仕方が分からなかった。そのために、大規模の抗議集会にもかかわら
ず、戦う態勢を整えることができなかったのである。
したがって、日大闘争は、最初から大学当局を打ち破り、「革命」を起こそうとしたわけ
ではなかった。当局とコミュニケーションを図ろうとしたことはもちろん世間に大学の状況
を知らせるために抗議するかたちとして感情に訴えたのである。しかし、大学当局は、激し
い暴力を加えて学生たちの意思を弾圧した。さらに、機動隊を投入することによって、権威
体制を一層強めて全共闘との意思疎通を頑強に拒んだ。
このような状況が繰り返されたため、全共闘は、完璧な防御態勢を整えようとした。ヘ
ルメットと角材を必ず所持し、さらに固いバリケードを設置することにした。「日大全共闘
のバリケードは世界最強」だという話があるほど、奇襲攻撃をいつでも防げるよう徹底的に
備えたということである。闘争が夏休みに入り長期化する場合、学生たちは疲れてしまい自
然に解散する状況に陥る可能性の高い状況であった。しかし、100 人ほどの学生が集まり自
主講座を開き、楽しい時間を過ごした。権力体制に対抗して時間をしのぐのではなく、与え
られた自由を活用して、大学生活を楽しんだのである。このように、固く設置されたバリケー
ドは、緊張感より安心感を与えてくれる、防波堤のようであった。
このように、日大全共闘には、個人意識と難攻不落の要塞を重視する側面があった。大
学当局の教育制度に求めず、一人の個人として尊重され、知識人の素養を鍛える環境が保障
される大学を求めたのである。
日大全共闘は、大衆団交を実現させため、古田会頭の理事会は退いて、大学体制は改革
することになると確信していた。当局の権力体制に対する抵抗がついに勝利したと思った瞬
間があったのである。
しかし、大衆団交の翌日 10 月 1 日に事態は急変した。佐藤栄作が大衆団交について否定
的な発言をすることによって、学園闘争はもはや大学問題ではなく政治問題に拡張してし
まった。国家権力が大学問題に関与し始めると、大学当局と全共闘の衝突が再び起こった。
大学当局は、政治権力に依存して学生たちを「力」で制圧した。佐藤栄作の批判発言が、ま
さに国家権力の介入であったために、日大はこれほど批判されていた教育制度をいくらでも
維持することができるようになったのである。秋田議長と全共闘の幹部は、公務執行妨害罪
と都市公安条例を違反したという嫌疑で逮捕状が請求された。このような国家権力の強力な
圧迫によって、学生たちは闘争の方向を失うようになった。
日大全共闘のなかでは、もう大学改革ではなく、国家権力に対抗するため政治改革をし
ようとする動きがあった。党派に所属していた全共闘の一部が積極的に活動しはめるとすぐ
一般学生たちは参加せずに授業に復帰する場合も相当あった。このような状況によって、日
大闘争が大衆性を失って退くという批判もあった。
これに対して、日大全共闘の座談会が『朝日ジャーナル』1969 年 6 月 1 日号に載せている。
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ぼくらの思考方法は、非常に平面的だったのです。右に古田を、左にぼくらを置い
て、さあどっちにしますかというふうに。ところが現実の関係はもっと立体的なので
す。古田は当然支配者階級にいる人間だし、ぼくらはそれと敵対する中で必然的に被
支配階級になってくる。そこで 9・30 のような形で一大高揚期を迎えてしまうと、単
純に「さあ次は国家権力だ」というふうに提議してしまい、結果、方向性を失った。
そういう提議ではなく、むしろ 9・30 までに上下関係の実態を浸透させることだっ
たと思います。それができていれば大衆の疑問にこたえられたと思うのです。いま闘
争の方向性を内的なところで模索することは不可能でしょう。むしろ日大の矛盾が、
同時に全国の大学の矛盾だということを考えることが大事。そのことをどこまで大衆
に理解してもらえるか、これが第一です。26
このように、闘争が大衆性を失うしかなかった原因を、全共闘は、彼らの表面的思考か
ら起因したことだと思っていた。彼らは、大衆団交で、大学が改革することを信じたが、国
家権力から予想していなかった圧力を受けたのであった。これをきっかけとして、闘争を単
純に国家権力を打倒する方向にむけて展開するようにならざるをえなかった。
そのために、日大闘争も、ほかの学生運動とも同じく最初から政治的性格をもった学生
運動だったととらえられることがある。しかし、日大闘争は最終段階に入って、改革の対象
を大学ではなく、国家に向けただけで、その全体の性格が政治的なものだったとは言い切れ
ない。
大衆が日大闘争に全幅の支持を与えたのは、9 月 30 日の大衆団体交渉までだったと思わ
れる。秋田がまとめた日大全共闘の支持層をみると、大きく二つに分けることができる。　
ひとつは、メディアの報道によって同調することになった支持層である。大学当局が学生た
ちの自由を抑圧したことと、父兄の経済的支援を教育の質として還元しなかったことに対す
る怒りが主な原因になり、大衆のなかで同情論が拡大した。しかし、全共闘が急進的な方向
に変わるとすぐ支持層が減ってきたことから、これは一時的な同調だったと見なされる。も
うひとつは、新しい形態の学生運動として評価する支持層である。彼らは、日大全共闘が緻
密な戦略を用いて既成世代の古い社会体制を打開しようとした試みを信頼した。日大の教育
体制の根本的な問題点を認識されることによって、学園闘争から政治闘争に拡張され、後援
者がさらに増えた。この点に、大学問題が政治的な側面を排除しては解決しにくいところが
如実に現れているのである。
秋田は、国家権力が本格的に介入することによって、学生たちの「純粋さ」が急進的な
運動に変化したと、述べている。ここで言われる「純粋さ」とは、日大全共闘が語った彼ら
の表面的な思考体系だと考えられる。この「純粋さ」によって、大衆からの支持を失ったが、
むしろ日大闘争の本質を理解してくれる支持基盤も構築されたとも言えるだろう。したがっ
て、繰り返される闘争の過程は、完全に無意味だとは言えない。つまり、全共闘が抵抗を続
26　中島誠・酒井杏朗・館野利治・矢崎薫(1969)「座談会―あくまで大衆闘争として」『朝日ジャー ナル』朝日新聞社　1969月6月1
日号　pp.17-21
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ける理由は、大学改革することに失敗したからではない。大衆団交という小さな成功をおさ
めたことによって、「新しい大学」に近づいたと認識したからである。また、国家権力の介
入によって、政治的な性格を持つ大学闘争の枠を作ったことは、国家が大学改革に対する政
策措置を講じなくてはならない条件を引き出したと考えられる。27
5．日大全共闘の歴史性に関する考察
ここまで、「ニューレフト・メディア」と考えられる当時の雑誌や日大全共闘当事者の記
録物を用いて日大闘争の足跡をたどりながら検討した。
本章では、日大全共闘を「新左翼運動」の殿軍（しんがり）として、そして「新しい社会運動」
の先駆としての二重の役割を果たしたのではないか、という仮説を立てて検証する。
まず、第一節では「新左翼運動」の殿軍という表現を使う。兵法における殿の辞書的意味は、
本隊の後退行動の際に敵に本隊の背後を暴露せざるをえないという戦術的に劣勢な状況にお
いて、敵の追跡を阻止し、本隊の後退を援護することを目的とする最後尾の決死の部隊のこ
とである。どうして日大全共闘が「新左翼運動」の殿軍として説明できるのか。それに対す
る直接的な答えはただちに出すことはできないが、最後の部隊という点では、全共闘ととも
に新左翼運動においても、たとえば赤軍派はその系譜の最後尾のひとつとして、最後の時期
の一見華々しい闘争を打ち上げ、その姿とともに、ある高揚期がすっかり終わりをつげるこ
とになった。
全共闘の大学闘争は、評議会的性格をもち、それを学生戦線での基礎組織として学園闘
争の態勢が築かれたため、直接的な党派の運動とのバッファが与えられることになり、運動
が大衆的に高揚していきやすい曖昧なゾーンを作ることにもなった。そして、大学内の問題
だけでなく、政治の問題としてのベトナム反戦や 70 年安保闘争などについても、運動は大
衆的な支持を一時的に得たのである。もっとも、赤軍派は、そうした大衆的昂揚が過ぎ去っ
ていく時期において、いくら大衆が集まっても戦いの質においては「壮大なゼロ」であると
主張しながら、「前段階武装蜂起」を唱えた。つまり、革命を貫くためには、少数精鋭主義
を唱えつつ、爆弾や銃などの武器を所持した武装闘争を起こさなければならないということ
である。すでに 60 年安保闘争において、赤軍のルーツである共産主義者同盟（共産同）＝
安保ブントは、先駆性理論を掲げていたが、こうした新左翼運動の系譜は、共産党に代わる
前衛党を志向するという発想をこえられないまま、「全世界を獲得するために」という主張
に捉われ続けていた。新左翼諸党派は、ブント系にしろ、革共同系にしろ、運動の高揚局面
を過ぎた時期から、急激に大衆的支持を失っていき、次第に運動的基盤も損失していったの
である。ちょうどそれに続くような形で、「党派離れ」した「新しい社会運動」が現れてく
るようになった。党派の領導する全学連運動などから離れたところで、女性解放運動、地域
住民運動などをめぐる別のスタイルの運動がゆっくりと浸透していったようである 28。
第二節では、当時の学園闘争を「新しい社会運動」の先駆であると設定したうえで、日
27　羽仁五郎・秋田明大(1969)「日大闘争の本質」『世界』岩波書店　1969年1月号　pp.293-294
28　荒岱介(2008)『新左翼とは何だったのか』幻冬舎新書　pp.109-111
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大全共闘の特質を改めて論じたいと思う。
全共闘は、単に特権的意識をもった「大学生」として、「大学」という空間を社会から切
り離して改革しようとしたわけではない。東大闘争の場合は、表層的には大学体制内に存在
する階級構造（医学部における研修医の非人間的な環境）を打破することを争点として始まっ
たが、その深部には、既成の支配秩序のなかに安全で特権的なエリートとして組み入れられ
る欺瞞的な生き方とは違って、真正な「自己」または「個人」を表現するような生き方を模
索したいという渇望があった。全共闘の闘争は、単なる技術的戦術的な勝ち負けだけとは違
う「新しい」文化闘争だという理解があった。しかし、そうした新しい文化闘争もまた、エリー
トとしての像を反転させたところに構想されることがしばしばであり、実際に自分たちのあ
り方を巧みに左派文化エリートとして言説化していくというあり方においても、圧倒的なリ
テラシーを持っていた。それに対して、日大生の場合には、日本の近代化の過程でつねに日
本の左翼文化の指導者であった東大生と違って、そもそも左翼文化や運動経験に疎く、政治
的にはいたってナイーブな学生が大多数であった。そうであるがゆえに、皮肉にも日大闘争
は、党派、政治的スローガンという政治性から離れて、東大とは別の意味で「個人」を重要
視する、それまでにない自己表現の形となることができたとは言えないだろうか。本稿で日
大闘争をとりあげた理由も、事例としてのそうした特性があるからである。
したがって本章では、1960 年代後半という過去にある日大全共闘の存在を、「新左翼運動」
でありながら「新しい社会運動」としての特性を先駆的に帯びていた試みとして把握してい
きたい。このように、日大闘争を意識的に現在化する過程を通して、大学闘争の歴史性につ
いて考察するきっかけをつかんでいくことを期待するからである。
　
5.1．「新左翼運動」の殿（しんがり）として
新左翼運動は、「新」すなわち新しい左翼運動である。1950 年代までソ連の政治体制を理
想として共産主義・社会主義を支持してきた「旧」左翼運動とは区別される。旧左翼は、階
級問題を最優先に扱い、生産力主義的な発想から労働者階級による世界革命、あるいは労農
同盟による革命を、歴史的に必然的に実現されるべき目的として発想する傾向が顕著であっ
た。新左翼の場合は、一方で依然として生産力主義的な枠組みは継承しているものの、階級
以外の問題にも重点をおいていた。たとえば、世界で起こった戦争に反対し、学生管理を強
化しようとした大学当局の方針に抵抗し、社会的少数者を差別することにたいして抗議した。
この運動は、産業社会が爛熟していく高度経済成長期である 1950 年代後半から 1960 年代に
かけて先進資本主義国において拡大浸透していく。そして、1968 年から 1969 年の時期には、
ベトナム反戦運動と大学闘争に多くの人が参加してピークに達したが、一転して 1970 年代
に入ってからは衰退局面を迎えることになった。
新左翼運動おいては、学生運動が重要な構成内容となった。日本の場合は、その中心に
は、全学連（全日本学生自治会総連合）があった。全学連は、戦後の 1948 年、日本共産党
によって結成された全国の大学自治会の連合体である。全学連は、1955 年の日本共産党の
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六全協や 1956 年のスターリン批判、そしてハンガリア革命を通じて、日本共産党による統
制と抑圧に反対する学生たちが次第に主導権を握るようになり、1960 年安保闘争の過程で
は主流派が「ブント全学連」と呼ばれつつ、しかも新しい闘いのスタイルとして安保改正に
対する広範な危惧を背景として大衆的支持を得るようになった。国会のまわりを取り囲むデ
モに 20 万人を越える人数が参加するなど、圧倒的な規模の国民的闘争が展開された。にも
かかわらず、国会で日米新安保条約が批准され、無力感と敗北感を国民各層のなかに残して
闘争は収束していく。
その後、学生運動は停滞期に入ったが、大学管理法と 1965 年の日韓条約締結に対する反
対闘争が始まり、さらに決定的にベトナム戦争におけるアメリカ軍の暴力に反対する闘争が
起こった。この時期には再び相当な数の学生たちが参加しはじめるようになる。日本共産党
から分裂した新左翼党派は、共産同系が分裂集散を繰り返し、また革共同系の中核派と革マ
ル派も分裂して、諸党派が乱立しつつ、どれもが前衛党としてヘゲモニー奪取を展望しなが
ら、大衆運動を組織するという状態が生まれる。これらは「セクト」と呼ばれるようになる。
彼らは、共産党系の学生組織である民青や、共産党によって「再建」されたという民青系全
学連とも競って、自治会の執行部の主導権を取り合った 29 。1966 年には全学連をめぐる諸党
派のヘゲモニー争いのなかから、中核派、社学同、反帝学評による「三派系全学連」と略称
される潮流が浮かび上がり、それとともに革マル系全学連、三派系全学連、民青系全学連な
どが主要な運動体となる状況が生まれたのである。いずれにしても内部対立や離合集散がつ
ねに起こりながら、そのなかで新左翼系の学生運動の全盛期を迎えたのである。とくに三派
系全学連は、街頭での武闘闘争を重視し、ゲバ棒とヘルメットで激しく機動隊と衝突する行
動をとることで注目を集め、この時代の学生運動の象徴的な存在としてメディアにも華々し
く取り上げられることになった。三派系全学連の行動の象徴性は、権力体制と直接対峙する
パーフォーマンスにあった。たしかに武闘と言っても、単にゲバ棒で街頭においてデモ規制
する機動隊と衝突したり、道路の敷石をはがして投石したり、せいぜいのところ火炎瓶を投
げる程度であるから、実際の「軍事的」必然性による戦闘とはまったく異なったものである。
しかし、だからこそ、これは殺し殺されるような軍事行動としてではなく、まさに時代状況
に対する象徴的な「異議申し立て」の形式として、ある種の共感を導きだすことになった。
全共闘運動やそのスタイルは、こうした新左翼運動の実践や自己理解と親和性を持ち、
それが浸透していくなかで形成された。1960 年代後半の『朝日ジャーナル』で、学生運動
を導いた学生たちについての特集が幾度も組まれている。「現代学生の行動と心情」という
表題で掲載された論説を引いてみよう。1968 年 4 月 28 日に掲載された特集記事には、「新
左翼」というキーワードを用いながら、学生運動の知的背景について整理している。
新約聖書の用語では、神の救済計画の実現のために神から選び出されたいくつかの
決定的瞬間をカイロスと呼ぶ。一九七〇年は、日本の若い世代にとって、まさに時
カイロス
点
29　小熊英二(2012)『社会を変えるには』講談社現代新書　pp.118-119
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なのである。
学生運動の深刻な四分五裂の状態にもかかわらず、日本の学生は、既成の政治思想
から精神的にも組織的にも離脱することによって、ある知的潮流を形成しつつある。
その知的潮流の総体を、彼らがいうように「新左翼」と呼べるとしたら、その思想・
行動の最深部にある起動力は、一つには日本の現状への、二つにはその現状に対して
有効な闘いを組織できない既存の革新陣営への深い危惧の意識から発した、独自の世
界救済の意志であり計画なのである。
…………日本の「新左翼」は、若い世代に特有の過敏なまでの状況感覚と、既成革
新勢力の無感覚ないしは麻痺状態へのいら立ちとに刺激されて、独自の精神形成をと
げつつあるように見受けられる。
われわれは一九六〇年代の「新左翼」の心情倫理とプロテスタンティズムとの間に
容易にいくつかの類推をほどこすことができるだろう。第一に、存在感覚としての強
烈な原罪意識。第二に、実存的決定として < 信仰 > を考えること。第三に、形骸化
した教会組織からの自立。30
この言説では、当時の学生たちの「新左翼」的思想潮流がキリスト教の世界救済思想に
基づいて説明されている。宗教的観念に依拠して「新左翼」を説明するのは、学生たちの動
向のなかにあたかも宗教の勢力が拡張していくような動向を重ね見ることができると直感し
たからなのだろうか。
新左翼党派は「セクト」と称されたが、これはもともとカトリックに対抗して分裂した
プロテスタント諸派の教団のことを示す。共産党に対抗して分裂した新左翼諸派であれば、
セクトに喩えられる理由もないわけではない 31。
ここで、学生たちに「原罪意識」があると評されている部分に注目したい。当時、ベト
ナム戦争が激しくなり、日本国内では、アジア太平洋戦争の記憶が想起された。日本国民は、
ややもすれば日本がベトナム戦争に加担することに、かつての戦争をめぐる罪責意識を触発
されることになった。
学生たちの「原罪意識」は、運動における倫理主義と関わりがあるかもしれない。産業
化社会の初期には、大多数の運動の中心に労働者が存在した。そして製鉄や炭鉱などの基幹
産業のプロレタリアート、または農民層を導いたのは、都市の知識層とくに社会エリートと
いわれる「大学生」であった。彼らは、みずからは恵まれたエリートだという使命感から、
社会を変革するという意識が強かった。その時期の学生たちは、社会変革の使命を背負い、
しかも運動の形態としては、労働者階級の前衛である党に入るか、それと同伴しつつ前衛党
に入り労働者や農民のため奉仕するというモデルを抱えていた。このような精神性、彼らな
りの倫理主義を実践する風土のなかでは、党中央の指令に従いながら党員として働くという
30　野口武彦(1968)「卒業生から新入生へ―昭和四〇年代学生運動の知的背景」『朝日ジャー ナル』朝日新聞社　1968年4月
28日号　pp.12-16
31　小熊英二(2012)　前掲書　p.122
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ことは、理想として広く共有されていたのである。たとえ党員とはなりえず、第一線に活動
家として立たないまでも、そうした活動家の献身性と自己犠牲が美しい理想であり、それに
対して自分の不決断がある種の負い目として感じられるというあり方で、理想は理想として
の呪縛力を持っていた。こういった学生たちの思考様式は、60 年安保闘争でも、旧左翼系
としての共産党のなかに存続しつづけたことは言うまでもなく、安保ブントとしての共産同
や革共同のラディカリズムにおいても継承され、再生産されていく。つまり、そうした倫理
主義は新左翼思想の系譜に直接につながっていたのである。つねにそこでは、レーニン主義
が自分たちの行動スタイルを説明する場合の語彙であり続けたのであった 32。
他方で学生たちは、新左翼思想の発展史、継承史の脈絡に規定されながらも、その他方で、
まぎれもなく自分たちが「ポツダム民主主義」として批判する戦後民主主義の平和教育を
受けてきたことにも規定されていた。戦後民主主義によって彼らは、戦後にしかありえない
新しい考え方を芽生えさせたという面を持っていたのである。現実にベトナム戦争が起こっ
ていた。彼らは、ベトナム人民に対して暴虐のかぎりをつくすアメリカ軍の行為に全身全霊
で対抗しなくてはならないという倫理的命令を自分たちのなかに見出さざるをえない 33。そこ
で、彼ら自身の教育基盤となっている空間、すなわち「大学」を直視するようになる。彼ら
は、ベビーブームの時期に生まれたため、激しい競争を経て大学に入学した。しかし、これ
まで指摘してきたように、高度経済成長期の大学は、教育の質的水準を向上することは後回
しにしたまま、経営を改善することに注力した。そして、政策の一環として私立大学の学費
を値上げさせ、高等教育をめぐる国家的無策と責任転嫁を図ったのであった。
学費の値上げ問題は、あたかも効果的な触媒を投じたときのように、各大学の学生たち
に全共闘を結成させるという激烈な反応を引き起こした。初めに先頭に立ったのは、慶応
大学であった。慶大生は、1965 年に学費の値上げに反対する闘争を起こし、続いて 1966 年
に早稲田でも同様の理由から闘争が発生し、150 日に及ぶ全学ストライキを敢行することに
なった。さらに他の大学にも、いわば学生たちの「叛乱」が連鎖的に発生し、拡散していった。
これらには、アメリカの公民権運動やフランスやアメリカ西海岸での学生の運動とも共鳴し
あっていた現象であった。そして 1968 年、事態は東大と日大にまで拡大することで、いま
や大学闘争は絶頂期を迎えたのである 34。
各大学を冠した全共闘組織のなかでも、とくに日大全共闘は、自由参加という特徴が強く、
これを新しい運動としてみなすことには意義がある。日大闘争が当初は、政治に詳しくない
という特性があったが、それは運動を領導したのがセクトに属していない学生たちであった
からだけでなく、運動全体が、少なくとも初期には、強く自然発生性を備えていた、やむに
やまれぬ抵抗の動きであったからである。第二章で述べたように、彼らは、セクトの運動ス
タイルとして認識されるヘルメットと角材（ゲバ棒）を取り入れ、これを「体制」に抵抗す
る意思表示として使った。一部のスタイルや手段がセクトのそれから発していたという点で
32　小熊(2012)　前掲書　pp.145-146
33　荒岱介(2008)『新左翼とは何だったのか』幻冬舎新書　p.94
34　吉見俊哉(2011)『大学とは何か』岩波新書　pp.194-198
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は、既存の要因に規定された現象であるということはできる。しかし、結果的にこの時代の
先進各国の社会運動と同様に、注視してみればわかるように、その暴力も軍事的な必然性に
もとづく破壊行為ではなく、たぶんにパーフォーマティヴな特性をもったかぎりでの直接行
動であり、アピールをするための象徴的手段であったという意味では、新しい現象（新しい
社会運動）であった。つまり、古い要素と新しい要素が混在して現れた運動 35 が、1960 年代
後半の大学闘争、とくに日大闘争だと考えられる。
5.2．「新しい社会運動」の先駆として
以下では、日大闘争を、「新しい社会運動」の先駆として位置づけて論じていきたい。
くりかえすが、本稿では当時の大学闘争を「新しい」か「古い」かという二分法的思考
で判断することはない。ここで、古い運動とあえて呼ぶ含意は、旧式または時代遅れのもの
だということではなく、長きにわたって継承されてきた運動の固い基盤に関わるということ
を指している。これに対して、その時々の社会背景に対応して再構築を行うことのできる運
動は、新しいと表現できる。社会が変化していくことによって、運動も変容していくわけで
ある。社会運動は、発展過程を経て、おのずから徐々にその形態を変えていく。
「新しい社会運動」は、産業社会の既存の運動と異なり、「階級」にのみ基づいた運動で
はなかった。また、共産党の特権主義的指導からも外れて、マルクス主義を唯一のドグマと
して強要しないという点もその一特徴であった。さらにその運動のスタイルは、前衛党や労
働組合のようなピラミッド型でなく、自由なネットワーク型であった。「自由」を掲げながら、
直接行動によるアピールを行うということが、主たる問題提起の形式であった。とくに、音
楽や文化などを用いて祭のように自由を訴える、自己表出性に重点をおいて行われる表現行
為こそが、その運動が「新しかった」といえる点だろう 36。
また、「新しい社会運動」には「自由」という特徴が顕著にみられる。全共闘もいかに「自由」
というキーワードに相応しいのかを確かめておきたい。全共闘は、前述したように、そもそ
も共同体の集まりではなく、「自由な個人」の集まりであるという自己理解を核心に持って
いた。学生の個々人が自由に参加する形を捉えていたのであった。日大闘争も、大学内の問
題から自然発生したものである。にもかかわらず、大学自治会の制度は、大学当局の抑圧に
よってそもそも機能していなかった。それで、有志参加の全共闘が結成されたのである。各
学部や学科ごとに闘争委員会を作り、そこに有志が自由参加した。そのため、集団の指導者
にあたる全共闘の「議長」は選出されていたものの、それは権限のある役職とはいえなかっ
た。むしろ調整役ないしはシンボルのような存在であった 37。
日大全共闘のシンボルとして大きな役割を果たした議長が、秋田明大である。秋田の『獄
中記―異常の日常化の中で』（1969）に、倉田令二郎が秋田の思想についてまとめている一
節には、次のような文章がある。
35　小熊(2012)　前掲書　p.146
36　小熊(2012)　前掲書　pp.67-70
37　小熊(2012)　前掲書　pp.135-136
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指導（前衛）と大衆に関する秋田の考え方は、「指導そのものは矛盾の媒介物によっ
てできたということ」および「日大全共闘は大衆組織でありながら指導なき前衛組織
である。闘いに参加するすべての学生が前衛的役割をはたしている。すなわち闘う学
生一人一人が前衛である。全共闘組織の前衛理論が行使されるならば、組織の本来的
な矛盾も解消され、組織内の真の直接民主主義も貫徹される」ということにつくされ
るだろう。
……まず操作可能なマスではなく、深部でつながった一人一人の総体という大衆観、
そしてこの深部連結とは、自分をふくめた万人の根源的な同質性を意味する。万人は
あれこれの自由の大小によらず、自由そのものにおいて平等だということであった。
自由なものとしての人間において、当然知性と感性は分離できないものである。こう
した思想は、まるで自然そのもののように「事実を事実として表現する」ことを通じ
て結実させて来たものである。彼は能面を持った人たちのうすきみわるさにふれて、
その人達は「人間的自然さ」というものをすり切らせているという表現をしている。
秋田の思想の根底にあるものはこの「人間的自然さ」の会得または洞察にあると思
う。
これらのことからして彼の前衛観、指導観も出てくるのであって、大衆一人一人が前
衛であり、大衆自身の矛盾を自己に引き受けて大衆の運動方向をさししめすという全
共闘運動の理念が生まれる。すなわち誰でも実は知っていながら表現するすべを知ら
ないで事柄にはっきりした表現を与えること、または大衆一人一人の内なる人民性を、
自分をふくめて自覚するようしむけることという指導の概念が生まれるのである。
あれこれの自由から自由そのものに到達し、概念より事実を優先させ、理論（客観
世界の説明法則）よりも思想（人間の生き方そのもの）を重視し、内面性の追求では
なく、外的変革を通しての自己変革を志向する。38
ここからも、日大全共闘がみずからを自由を要求する「大衆」と自己規定し、運動を行っ
ていたことが分かる。大衆とは、組織的に結合されていない、社会を占めるおびただしい存
在である。大衆は、社会の主役であり、社会それ自体だともいえる。
ここまでの引用で、日大全共闘がいかに自分が「大衆」そのものであるという認識から
闘争に臨んでいたのかを確かめることができた。かれらは、単に「大学生」として「大学」
という社会空間を改革しようとしたわけでない。日大闘争は、支配勢力にあたる古田理事会
にたいして異議申し立てを行うことによって、大学の方向性を変更させようとしたのである。
日大全共闘は高級技術者の予備軍であることを求められたが、彼らは自分自身を「大衆」だ
と規定しなおし、大学生活における日常性すなわち「自由」を防衛しようとしたのではないか。
全共闘は戦後民主主義から滋養を得ながら自由を求めるようになり、社会的、政治的に
38　秋田明大(1969)『獄中記―異常の日常化の中で』全共社　pp.272-277
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対抗文化運動を拡大していった。全共闘の自由は、政治的な観点からみれば革命を示すこと
になるだろう。その革命の自由は、同時にマルクス・レーニン主義による革命の独占からの
解放をも意味する。これらに関する先行研究の位置づけにはゆらぎがある。全共闘運動は全
般的に「大衆」の叛乱という観点で評価されないことが多い。小熊英二のように、安保闘争
やべ平連などのさまざまな市民運動は、その運動の集合的記憶が今日の市民感覚にとっては
無理なく受け入れられるものであるためか、「大衆」が起こした「新しい社会運動」の範疇
に含まれて言及されることはある。しかし、全共闘は同様の扱いを受けることは稀である。
これは、絓秀実や長崎浩も指摘している。今日の 68 年論の特徴は、無党派市民による非暴
力直接行動（ベ平連運動）を再評価する傾向が強いという点で実のところ表層の比較にとど
まっており、そのためにさしあたって現象としては過激な学生運動（全共闘の大学闘争）に
対する評価は非常に低いか、あるいは保留するということになりがちである 39。
全共闘の大学闘争は、初発においてはたしかに大学をつくり直していくために発生した
試みであったといえるだろう。先日、急逝した社会運動史家の道場親信による社会運動の定
義を採用しつつ、彼らの大学闘争を再定義したいと思う。
それは、大学闘争は「大学を映し出す鏡」である同時に「大学をつくる原動力」である
というものである。日大生は、日大闘争を通して、大学制度や文化を創り出そうと試みた。
かれらは強固な大学当局にたいして変化を求めるため挑戦した。たしかに闘争は「敗北」ま
たは「失敗」であったという表現で幕が下される場合が多いかもしれない。しかし、長期的
にとらえるかぎり、大学だけでなく社会はその企てによって確実に変化していったことは間
違いない 40。
6．おわりに
60 年代を通じて日本は、「高度経済成長」によって GNP が右肩上がりに上昇し、総じて
景気は活性化していった。それとともに長く維持されてきた伝統的な生活習慣や倫理観が後
退して、本格的な大衆消費社会が生み出されていた。大学も、このような持続的なインフレ
基調の経済のもとで、大学財政の拡充に没頭し、それために学生たちは安価な教育商品を購
買する消費者として扱われたのである。こうした扱いを受けたのは、戦争直後のベビーブー
ムに生まれた「団塊の世代」である。この世代が大学に入学すると、その主要な部分に対し
ては、伝統的なエリート層としての役割とは異なり、経済成長に役立つ中間管理能力や技術
を学ぶことが求められた。そうした層にとっては、古き教養教育を重視した大学像は不適合
なものになり、彼らに対して国と産業界はより明確に就業教育を求めるようになっていた。
たとえば、ミル（2011）の言葉にも反映されているように、本来ならば大学の目的は熟練し
た技術者を養成することにではなく、有能で教養がある人間を育成することにあるという了
解が支配的であった 41。言い換えれば、教育を通して学生が自らの潜在力を「引き出して（ド
39　長崎浩(2010)『叛乱の六〇年代―安保闘争と全共闘運動』論創社　pp.197-198
40　大畑裕嗣・道場親信・樋口直人・成元哲編(2004)『社会運動の社会学』有斐閣　pp.2-3
41　J.S.ミル(2011)『大学教育について』(竹内一誠訳)　岩波文庫　p.14
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イツ語での引き出す erziehen →教育 Erziehung という語彙関連にそれは示されている）」最
も望んだことができるように導く過程である、とされていた。しかし、高度経済成長による
産業上、管理上の必要から、「引き出す」教育よりは「抑圧する」教育に変わってしまって
いた。学生たちは、そうした管理大学のもとでは、自分たちが自由と感じる活動が制限され、
それに代わって大学が求める手ごろな目的に合わせて画一化されたマスプロ教育を受けるよ
うになった。このようにして、学生たちは自分たちが産業構造の変動によって労働力商品に
転化していると実感せざるをえなかったのである 42。
全共闘運動は、最初から「反大学」というスローガンを掲げていた。このことは、彼ら
自身の日常性である大学を民主化しようという渇望であった。学生たちは、戦後民主主義の
教育を受けることで、大学に進学したのちは学問を修めることが可能になったのであり、ま
たその教育が与える理想として、教養を理想とする学生生活を満喫できると思っていた。け
れども大学は、学生たちに形式的な知識を注入するだけで、かれらをポスト工業社会で使用
する部品や生産品として仕立て上げようとした。このような大学のあり方を支えていた体制
の根源は、工業社会が生み出すテクノクラートの功利性であり合理性であった。このような
定められた服従の回路を打破するため、学生たちが見つけ出した突破口こそが、まさに全共
闘の結成だった。これは、既存の社会運動とは異なる様相を呈していたからこそ、同時代的
に強烈にインパクトを持ったのであり、まさにそれは「新しい社会運動」の先駆として考え
られるべきである。　
本稿では、1960 年代後半の大学闘争の事例として日大闘争を検討した。当時の学生運動
から見いだせる政治・文化的側面や全共闘の全体像などを論じる既存の研究とは少し差異化
しつつ、日大という一つの空間のなかで展開された学園闘争の実態を詳細に検討してみたつ
もりである。たしかに、出来事としての日大闘争というイシューに限定して検討したため、
思想史的側面の分析は足りない傾向があるかもしれない。擱筆する段階になって、当時の全
共闘を立体的に理解するためには、あるいは他のさまざまな地域の大学闘争の実態をももっ
と比較研究する必要があったのではないかという感も否めない。また 1960 年代後半の時代
性が現代日本の大学改革にもつながるかを確かめてみるために、当時の学生文化をさらに内
在的に追跡することも、今後の課題として確認してこの稿を閉じたいと思う。
42　内田義彦(1966)『資本論の世界』岩波新書　p.193
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The Review of Student Movements in the late 1960s
―Focused on NichidaiZenkyoutou in ‘Asahi Journal’―
Sojin CHO (Tokyo University of Foreign Studies)
【Keywords】 NichidaiZenkyoutou, ‘Asahi Journal’, Student Movements, 
New Left, New Social Movements
 By the late 1960s, social movements in Japan were led by students, laborers, and New 
Left parties based on radical ideas.Through a variety of university struggles, especially through the 
struggle of Nihon University, this study investigates what kind of a university reform movement was 
led by NichidaiZenkyoutou(the Students of Nihon University). Furthermore, this paper discusses the 
historical characteristics of the Zenkyoutou, the process of transformation, and its underlying theory.
The thesis of this study is that the struggle is also integrated into the "New Left Movement" and has 
pioneering features of the "New Social Movement". This study uses the weekly magazine Asahi 
Journals, which was often read by the Zenkyoutou, to better understand the situation of University 
Reform Movement. Then, it organizes the Students' characteristics with their records and memoirs.
 This paper traces the historical background of the NichidaiZenkyoutou, referring to the Asahi 
Journal, which is regarded as the "New Left Media". This work analyzes how the Students tried to 
resolve the university system that was taken into the mass consumption society. The Nihon University 
reform movement was started because of the institutional crisis of postwar private universities. The 
main cause was the commercialization of education system. Despite the poor quality of education by 
mass production system, the university authorities pursued only economic gains. Thus, the students 
were frustrated because they had been deprived of their rights to pursue studies. Another cause was 
the authoritative student guidance. The students were outraged that student activities were violently 
suppressed. They insisted that universities should be a free space. In short, this chapter refers to the 
position of 'Student' and 'University' as NichidaiZenkyoutou insisted.
 In conclusion, this paper analyzes the attempts to break down the university system by 
NichidaiZenkyoutou and explores the challenges faced by students to create a 'new university'. 
This research attempts to grasp the full significance of the progress of NichidaiZenkyoutou and to 
understand the structural features of the "New Social Movement" in the late 1960s by analyzing the 
struggle of NichidaiZenkyoutou.
